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論文内容要約 
本論文は、事務所ビルを対象とした自然換気計画の重要な要素である換気経路に対する解析・評価を行い、そ
の自然換気開口の計画に関する新たな方法論を考案するとともに、屋外汚染物質の室内への流入を抑制するよう
な自然換気開口の開閉判定条件の決定手法を提案したものである。 
自然換気は開口部から冷涼な外気を室内に導入する手法であり、近年、オフィスビルや庁舎ビル、商業施設に
おいても、省エネルギーへの取り組みをさらに進めていく際、冷房エネルギーの削減を目的として計画・実施さ
れる例が増えてきている。特に建物の省エネルギー効果を最大限に引き出し、太陽光発電などの創エネルギーに
より消費電力を補うZEB(Zero Energy Building)の計画においても、自然換気は必須項目となってきている。 
また、2011年 3月 11日の東日本大震災の後、節電意識の高まりや BCPの観点から自然換気が見直されている。
これらのことからもサステナブル建築を実現するための1つの方策として、自然換気が位置づけられていると考
えることができる。 
実務における自然換気計画は、諸室の建築計画と合わせた換気経路の計画と、自然換気により空調消費エネル
ギーを削減させるための開口の開閉判定条件の決定からなる。通常の事務所建築では、各開口から流入する外気
の換気経路の組み合わせは膨大であり、全ての可能性について検討することは不可能であった。このため設計者
の勘と経験を頼りにいくつかの計画案を考え、その省エネルギー効果を予測し、計画にフィードバックして、開
口の面積や配置、開閉制御条件を改善していく手順をとってきた。 
 これを自然換気計画の課題の 1つととらえ、本研究では、開口面積・開口配置の計画と外気導入量の関係を定
量的に明らかにし、その手法を提案することを目的とした。そこで、国内に建設数の多い 5000～10000m2の中規
模事務所ビルのモデル建物（延べ面積：約 9500m2）を対象として熱・換気回路網解析でシミュレーションによる
評価を進めることとした。また、前述のように、自然換気経路を構成する開口部の面積・配置の組み合わせ数が
膨大であることから、全てを評価することが出来ない。そこで、自然換気による年間の外気導入量に及ぼす影響
を把握するために、熱・換気回路網解析と多目的最適化手法を組み合わせた。これは最適化のアルゴリズムを用
いることにより少ない計算数でパレート最適解の集合を見つけることが出来る手法であり、本研究では多目的遺
伝的アルゴリズム（MOGA：Multi-Objective Genetic Algorithm）という、生物の進化に例えて、良い遺伝子のみ
を次の世代に残し解を改善するという手法を用いた。この最適化手法により、実現できる可能性の高い、比較的
良い開口の配置計画のデザインを多数選択することができる。最適化の設計変数は、予め配置した開口の面積と
した。目的関数は 2つあり、外気導入量の年間合計値を最大化することと、各階の外気導入量の標準偏差（ばら
つき）を最小化することを設定した。これは、省エネルギーの観点からは外気導入量が最大となるのが望ましい
ものの、階によって外気導入量が大きく異なるような場合、一方では風が強すぎて快適性が損なわれ、一方では
風が弱すぎて省エネ・快適性の両面で不利になることが考えられるためである。 
多目的最適化を用いた結果より、約 200のパレート最適解が見つかり、さらにクラスター分析を行うことによ
って、開口計画案に関する傾向の違いを確認した。その結果、外壁の開口については、どのクラスターにおいて
も開口面積を最大限にしたデザインが選択されており、最適解を得るには、外壁面積を最大化することが必要と
いうことが分かった。次に、外気導入量を最大とする場合と、外気導入量のばらつきを最小とする場合というパ
レート最適解集合の両端に位置する開口を見ると、ばらつきを小さくすることを優先した場合には、室内側の開
口のうち、竪シャフトに接続する開口面積に対して、低層階ほど開口面積を小さくしたほうが良いという結果が
得られた。これは温度差による換気の影響で上下階への外気導入量の違いが出ることを抑制する効果が得られる
ためであると考えられる。 
また、最適化手法では最適解に近い解に収斂させていくためのアルゴリズムを用いているため、悪い結果とな
る解が少ないことから、各開口の計画面積と外気導入量との関係を確認する上では適さず、これとは別にパラメ
トリックスタディを行うこととした。その際、条件を絞り込む目的で、屋外風を年間通して無風とする設定を行
い、屋外風の影響を確認した。その結果、風力換気の成分は室内側の開口面積によらず同等となり、無風時の開
口面積で各階の外気導入量のばらつきへの対策効果が決まるという知見を得た。このことから、パラメトリック
スタディは無風時を仮定した設定で実施した。結果として、例えば外壁の自然換気開口面積を小さくすることは、
外気導入量を低下（-40％）させる一方で、各階への外気導入量のばらつきも大きくする（+70％）という、両方
の目的に対して悪い結果になることを確認した。また、竪シャフトへの開口面積を小さくすることは、外気導入
量への影響は小さく（-4％）、各階への外気導入量のばらつきも小さく（-70％）できる可能性があることを確認
した。これらの知見は、今後、自然換気計画の実務における自然換気開口を計画にフィードバックすることが可
能である。 
もう 1つの課題として、周辺の屋外空間が自動車排ガス等で汚染される可能性がある立地条件の場合、自然換
気の計画自体を中止してしまうということがある。省エネルギーの観点からは、自然換気可能な状況の時だけで
も自然換気を実施すべきであるが、特に自動制御により開閉を行う場合には、在室者が自由に開閉できない場合
があることが理由と考えられる。既往の研究によると、自然換気の利用率は設計時の約 60％と言われており、屋
外からの粉塵、花粉、騒音などが自然換気開口の開閉行為に影響を与えているということで、自然換気の利用率
を高めるためには、これらを解決する必要がある。 
本研究ではこのうち、屋外の汚染物質を対象とする対策に取り組んだ。対象建物の周辺の街区配置により風の
流れは複雑化することから、屋外における汚染物質拡散の挙動も複雑であり、これまで、屋外汚染物質の室内へ
の流入がどのような時に生じるかを年間の自然換気効果の解析に反映させた評価はできなかった。そこで、発生
源が局所的である場合を対象とすれば室内の汚染物質の濃度予測が可能となることから、本研究では、年間の熱・
換気回路網解析の前に、屋外空間と対象室内空間のモデルにおける汚染物質拡散に関する CFD解析を風向毎に行
い、その時の室内の汚染物質濃度が基準値を超えるような風向・風速を求め、濃度の問題を風向・風速の問題に
置き換えるという新たな手法を考案した。つまり、従来の自然換気開口の開閉判定は省エネルギーと温熱快適性
の観点から決まっていたが、それに屋外の風向・風速のデータのモニタリング加えることで屋外汚染物質の流入
による室内汚染物質濃度の予測を反映させるということである。 
本研究においては、横浜に立地する地上 8階のモデル建物を配置した街区において、大通りからの自動車排ガ
スの室内への流入を対象とし、「空気質が悪い条件」として、室内の平均 NOx濃度が 0.06ppm以上であると定義し
た。大通りからの排気ガス発生は交通量の観測データを元に、NOx濃度の発生を仮定した。事前の CFD解析では、
高さ 19.5ｍ地点で 4.0m/sの風速を設定し、この風速と各階の汚染物質濃度の平均値との結果から、濃度と換気
量は反比例し、換気量と風速は比例するという関係を用いて、室内が 0.06ppmとなる時の屋外風向・風速を逆算
する。屋外風がこの風速よりも小さい時、室内濃度が高くなることから、これを風速の下限値としてこれ以下の
風速では自然換気口を閉鎖するという開閉判定とした。 
この手法によるシミュレーションの結果、空気質を考慮しない従来の自然換気と、空気質を考慮した開閉制御
の自然換気とでは、冷房負荷削減効果に明確な違いが見られた。最も効果が大きい 5月と 10月の結果から、空気
質考慮なしでは、5月に 53％、10月に 29％の冷房負荷削減率だったものが、空気質を考慮するとそれぞれ 40％、
10％に効果が低下することが分かった。また、濃度との関係を確認すると、従来の開閉判定では室内の平均 NOx
濃度は基準値の 0.06ppm以上だったものが、空気質を考慮することで基準値以下の室内濃度に低減していること
が確認された。この手法を用いることにより、計画時であれば、周辺の汚染物質発生源の影響を考慮した予測に
利用でき、また、将来的には、運用時に、屋外汚染物質流入を抑制する自然換気開口の開閉制御に組み込むこと
で、室内空気環境と省エネルギー性の両面でバランスのとれた自然換気を実現することが可能となる。 
以上のように、本論文は多数の開口の組み合わせで構成される事務所ビルの自然換気計画に対して、最適化手
法を援用した新しい自然換気経路の計画手法を提案し、これを用いて竪シャフトとの各階をつなぐ開口の役割を
明らかにした。 
また、屋外汚染物質の室内濃度を、風向・風速との関係に帰着させ、これまで不可能であった屋外汚染物質の
流入状況に応じた自然換気開口の開閉を実現する判定条件の決定手法を提案したものである。これは従来の実務
における自然換気計画の問題点を大幅に改善し、今後の事務所ビルの空調用エネルギー消費の削減に大いに貢献
するものである。 
 本研究では自然換気の省エネルギーの側面に焦点を当てた評価としたため、外気導入量はできるだけ大きくし
たいという前提があった。現在、自然換気に関しては、省エネルギー以外に、室内での快適感や知的生産性など
の観点でも研究が進められており、外気導入量についても従来と異なる評価が出てくる可能性がある。今後、省
エネルギーと快適性、その他の項目などについてもバランスの良い自然換気計画を進めていくことが求められて
いる。 
 
